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そ

どばた会議」を、さら

の

に踏み込んで話し合い

他

、協働してよりよいま

　

ちづくりを進
めるため

】

に「市民団体」と市長

【

が一緒に考え、議論を

協

深める場として開催し

働

、今年度については２

：

団体と行いました。

Ｂ

】

：おおむね成果があが

目

った

的・目標 事業の概要

２.事業の検証

指標名 単位

説明・算定式

活動指標① 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度
目

標

実

績

指標名 単位

説明・算定式

活動指標② 平成

１

18年度 平成19年度

.

平成20年度 平成21

事

年度 平成22年度 平成

業

23年度 平成24年度

の

目

標

実

績

指標名 単位

説

位

明・算定式

成果指標①

置

平成18年度 平成19

付

年度 平成20年度 平成

け

21年度 平成22年度

事

平成23年度 平成24

務

年度
目

標

実

績

指標名 単

事

位

説明・算定式

成果指

業

標② 平成18年度 平成

名

19年度 平成20年度

事

平成21年度 平成22

業

年度 平成23年度 平成

担

24年度
目

標

実

績

当

予

進捗状況
遅れ

算

ている理由

平成20年

科

度の主な取組と成果

平

目

成20年度
の検証結果

事

平成21年度  事業

業

評価シート 頁

市民団体

種

と市長の対話集会開催

類

事業

市民部　市民情報

ハ

・相談課

00－xxx ーxxx－xx0000 ド○ ●

11 市民と市がコ

ソ

ミュニケーションを重

フ

ね、相互の信頼関係を

ト

深めるために
行政改革

根

の
01 市民と市がコミ

拠

ュニケーションを重ね

法

、相互の信頼関係を深

令

めるために
位置付け

0

等

2 多様な意見を行政運

対

営に活かすしくみ

市民象 団体、市民      ・         ～ 受 平成２０年度

□ □ □ □

益

市民団体と市長が意見

者

交換を行い、市民の様

事

々な意見が行政に 市民

業

と市長が意見交換を行

期

う「市民と市長のいど

間

ばた会議」を
反映され

委

ています。 、さらに踏

託

み込んで話し合い、協

、

働してよりよいまちづ

協

くりを
進めるために「

働

市民団体」と市長が一

【

緒に考え、議論を深め

委

る
場として開催します

託

。

いどばた会議で市長

：

と意見交換する市民団

3

体の数 団体

市民団体と

セ

いどばた会議を行いま

ク

す。

4 - - -

2

- -

-

・

- - -

市民団体から提

財

案され検討する意見数

団

件

－

20 - - -

18

-

企

-

- - - -

③：遅れて

業

いる

市民団体との調整

Ｎ

が合わなかったため

市

Ｐ

民と市長が意見交換を

Ｏ

行う「市民と市長のい



2 頁

位

0

0.00 0.00 0

施

.00 0.00 0.0

策

0 0.00 0.00

0

へ

0 5,874 0 0 0 0

の

0 0 5,879 0 0 0

貢

0

○ ○ ○ ○ ○ ● ○

市内

献

各地域で市民の活動が

高

活発化し、平成２１年

市

度からは市民活動団体

民

と行政による事業がス

満

タートすることなどか

足

ら、市民参
加を進め協

度

働のまちづくりのひと

を

つのきっかけとして始

高

めた対話集会は、平成

め

２０年度で終了するこ

る

ととします。 

市民参

方

加を進め協働のまちづ

策

くりのひとつのきっか

業

けとして始めた対話集

有

会は、平成２１年度か

効

ら市民活動団体と行政

性

による事
業がスタート

継

することなどから、平

続

成２０年度で終了する

に

こととします。 

平成

よ

２１年度からは市民活

る

動団体と行政による事

成

業がス
タートすること

果

などから、市民参加を

向

進め協働のまちづ
くり

上

のひとつのきっかけと

の

して始めた対話集会は

可

一応の
役割を果たした

能

ため終了します。

性 低
その他

事業の目的､対象､内容
分 高

受益者負担､補助額
妥当性 中

業務の執行体制(人員配置､業務分担)
低

その他
析

業務プロセス改善による効率化の方策
高

コスト削減の可能性
効率性 中

事業手法(民活の余地､事業形態の検討)
低

その他

今後に向けた課題の分析

３.年度別事業内容・事業費 （単位：千円）

平成18年度 平成19年度 平成20年度 平

項

成21年度 平成22年

目

度 平成23年度 平成2

分

4年度

決算額 決算額 決

析

算額 予算額 試算額 試算

の

額 試算額

事業内容

国庫

視

支出金
財

県支出金
源

起

点

債
内

その他　特財
訳

一

左

般財源

事業費（A）

執

記

行率（%）

内 職員（人

の

）

訳 再任用（人）

人件

視

費（B）

フルコスト（

点

A+B）

に関

４.今後の事業展開

す

（担当課としての提案

る

）
平成22年度の事業

分

の方向性

現状の規模で

析

継続 拡大して継続 縮小

・

して継続 廃止 休止 終了

課

他事業と統合

＜判断理

題

由＞

平成22年度の取

の

組方針

課長コメント

■
抽

よりよいまちづくりを

出

進めるためには、「市

総

民団体」と
●□ の協働

合

が必要です。

■ ○
□
■

評

地域の課題を共有し、

価

その課題にどのように

市

取り組んだ
●■ らいい

民

かなど、今後のまちの

ニ

あり様について、語り

ー

合う

□ 場になります。

ズ

○
□
■ 市民参加を進め

高

、協働のまちづくりの

事

一つのきっかけに
○

□

業

なります。
●

■
○

□
■

目

市民活動が活発化する

的

ことで、よりよいまち

の

づくりが進
○

□ みます

達

。
●

■
○

□

市内各地域

成

で市民活動が活発化し

状

、平成２１年度から市

況

民活動団体と行政によ

必

る事業がスタートする

要

ことなどから、市民参

性

加を
進め協働のまちづ

市

くりのひとつのきっか

の

けとして始めた対話集

関

会は、平成２０年度で

与

終了することとします

の

。 

市民（団体）との

必

いどばた会議の開

催

0

要

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0

性

0 0 0

0 0 0 0 0 0 0

低

0 0 0 0 0 0 0

0 0 5

事

0 0 0 0

0 0 5 0 0 0

そ

0

0.00 0.00 0

の

.00

0.00 0.0

他

0 0.70 0.00 0

上

.00 0.00 0.0
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そ

0 20 20 20

5

附属

の

機関等における女性委

他

員の割合 %

女性委員数

　

/附属機関等委員総数

】

×100

40 40 40

【

40 40

33.1

①：

協

予定どおり

女性委員数

働

の割合については、２

：

０年度は３３．１％で

】

、１９年度よりも０．

目

２％程度の減少となり

的

ました。公募委員の人

・

数割
合が目標値の２０

目

％を達成している附属

標

機関等については、全

事

体の４割程度に留まっ

業

ています。

Ｃ：十分に

の

成果をあげることがで

概

きなかった

要

２.事業の検証

指標名 単位

説明・算定式

活動指標① 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度
目

標

実

績

指標名 単位

説明・算定式

活動指標② 平成

１

18年度 平成19年度

.

平成20年度 平成21

事

年度 平成22年度 平成

業

23年度 平成24年度

の

目

標

実

績

指標名 単位

説

位

明・算定式

成果指標①

置

平成18年度 平成19

付

年度 平成20年度 平成

け

21年度 平成22年度

事

平成23年度 平成24

務

年度
目

標

実

績

指標名 単

事

位

説明・算定式

成果指

業

標② 平成18年度 平成

名

19年度 平成20年度

事

平成21年度 平成22

業

年度 平成23年度 平成

担

24年度
目

標

実

績

当

予

進捗状況
遅れ

算

ている理由

平成20年

科

度の主な取組と成果

平

目

成20年度
の検証結果

事

平成21年度  事業

業

評価シート 頁

市民会議

種

・附属機関等への市民

類

参加及び女性参画推進

ハ

事業

総務部　行政総務

ー

課

00－xxxxxx ド－xx0000 ○ ●

1

ソ

1 市民と市がコミュニ

フ

ケーションを重ね、相

ト

互の信頼関係を深める

根

ために
行政改革の

01

拠

市民と市がコミュニケ

法

ーションを重ね、相互

令

の信頼関係を深めるた

等

めに
位置付け

02 多様

対

な意見を行政運営に活

象

かすしくみ

□ □ □ □

市

・

の条例案や計画案等の

受

策定に際して、多様な

益

市民意見を行政 必要と

者

認められる附属機関等

事

については委員の公募

業

を積極的に
運営に反映

期

することにより、公正

間

性や透明性が確保され

委

ていま 推進します（市

託

民委員の参画がなじま

、

ないものは除く）。ま

協

た
す。 、施策等決定過

働

程の場への女性の参画

【

機会の拡大を図るため

委

、
附属機関等の女性構

託

成比率を高めるように

：

努めます。

公募実施状

3

況等調査実施回数 回

附

セ

属機関等を所管する関

ク

係課へ公募実施状況等

・

に係る調査を実施しま

財

す。

1 1 1 1 1

1

- -

団

- - - -

市民委員が参

企

画する附属機関等にお

業

ける公募委員の割合 %

Ｎ

公募委員数/市民委員

Ｐ

が参画する附属機関等

Ｏ

委員数×100

20 2



2 頁

位

委員・公募委員性委員

施

・公募委員

の参画推進

策

の参画推進 の参画推進

へ

の参画推進 の参画推進

の

0 0 0 0 0 0 0

0 0 0

貢

0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

献

0

0 0 0 0 0 0 0

0 0

高

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

市

0 0

0.00 0.00

民

0.00

0.00 0.

満

00 0.25 0.20

足

0.20 0.20 0.

度

20

0.00 0.00

を

0.00 0.00 0.

高

00 0.00 0.00

め

0 0 2,098 1,6

る

72 1,672 1,6

方

72 1,672

0 0 2

策

,098 1,672 1

業

,672 1,672 1

有

,672

● ○ ○ ○ ○ ○

効

○

公募委員と女性委員

性

の選出割合の改善につ

継

いて引き続き各担当課

続

への働きかけを行うこ

に

ととし、現状規模での

よ

継続とします。

公募委

る

員と女性委員の選出割

成

合が、目標値に届くこ

果

とを目指して、引き続

向

き各担当課に働きかけ

上

を行います。

引き続き

の

、公募委員と女性委員

可

の選出割合の改善に向

能

け
て、各担当課への働

性

きかけを行っていく必

低

要があると考
えます。

その他

事業の目的､対象､内容
分 高

受益者負担､補助額
妥当性 中

業務の執行体制(人員配置､業務分担)
低

その他
析

業務プロセス改善による効率化の方策
高

コスト削減の可能性
効率性 中

事業手法(民活の余地､事業形態の検討)
低

その他

今後に向けた課題の分析

３.年度別事業内容・事業費 （単位：千円）

平成18年度 平成19年度 平成20年度 平

項

成21年度 平成22年

目

度 平成23年度 平成2

分

4年度

決算額 決算額 決

析

算額 予算額 試算額 試算

の

額 試算額

事業内容

国庫

視

支出金
財

県支出金
源

起

点

債
内

その他　特財
訳

一

左

般財源

事業費（A）

執

記

行率（%）

内 職員（人

の

）

訳 再任用（人）

人件

視

費（B）

フルコスト（

点

A+B）

に関

４.今後の事業展開

す

（担当課としての提案

る

）
平成22年度の事業

分

の方向性

現状の規模で

析

継続 拡大して継続 縮小

・

して継続 廃止 休止 終了

課

他事業と統合

＜判断理

題

由＞

平成22年度の取

の

組方針

課長コメント

□
抽

附属期間等における公

出

募委員及び女性委員の

総

選出割合の
●□ 目標値

合

を達成していくために

評

は、必要なものです。

価

□ ○
■
□ 附属機関等の

市

担当課に対して、目標

民

値を示して達成への
●

ニ

□ 働きかけを継続する

ー

ことは、有効な手段で

ズ

あると考えま

■ す。 ○

高

□
■ 「附属機関の設置

事

及び委員の選出に関す

業

る基準」及び「
●

□ 附

目

属機関への女性の参画

的

促進について（指針）

の

」に基づ
○

□ いたもの

達

であり、妥当であると

成

考えます。
○

□
□ 公募

状

委員と女性委員の選出

況

割合を改善していくた

必

めの手
○

□ 法について

要

は検討の余地があるか

性

と考えます。
○

□
●

■

市

公募委員については、

の

それぞれの附属機関に

関

おける要綱等により人

与

数が規定されている例

の

が多く、選出割合の改

必

善についてはこ
の要綱

要

等の改正が必要と考え

性

られます。

附属機関等

低

への女附属機関等への

事

女附属機関等への女附

そ

属機関等への女附属機

の

関等への女

性委員・公

他

募委員性委員・公募委

上

員性委員・公募委員性



1 頁

そ

。

地域情報を共有する

の

ための手段として、関

他

係者とポータルサイト

　

の仕組みづくりについ

】

て研究を行いました。

【

Ｃ：十分に成果をあげ

協

ることができなかった

働： 】

目的・目標 事業の概要

２.事業の検証

指標名 単位

説明・算定式

活動指標① 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度
目

標

実

績

指標名 単位

説明・算定式

活動指標② 平成

１

18年度 平成19年度

.

平成20年度 平成21

事

年度 平成22年度 平成

業

23年度 平成24年度

の

目

標

実

績

指標名 単位

説

位

明・算定式

成果指標①

置

平成18年度 平成19

付

年度 平成20年度 平成

け

21年度 平成22年度

事

平成23年度 平成24

務

年度
目

標

実

績

指標名 単

事

位

説明・算定式

成果指

業

標② 平成18年度 平成

名

19年度 平成20年度

事

平成21年度 平成22

業

年度 平成23年度 平成

担

24年度
目

標

実

績

当

予

進捗状況
遅れ

算

ている理由

平成20年

科

度の主な取組と成果

平

目

成20年度
の検証結果

事

平成21年度  事業

業

評価シート 頁

地域ポー

種

タルサイト構築事業

市

類

民部　協働推進課

00 ハ－xxxxxx－xx ー0000 ○ ●

11 市民

ド

と市がコミュニケーシ

ソ

ョンを重ね、相互の信

フ

頼関係を深めるために

ト

行政改革の
01 市民と

根

市がコミュニケーショ

拠

ンを重ね、相互の信頼

法

関係を深めるために
位

令

置付け
02 多様な意見

等

を行政運営に活かすし

対

くみ

□ □ □ □

企業や団

象

体等で運営する地域ポ

・

ータルサイト構築のた

受

めの検討 地域で情報を

益

共有するため、ホーム

者

ページ開設への支援な

事

どを
が進み、そこに情

業

報を提供するためのホ

期

ームページを主体的に

間

しながら、地域ポータ

委

ルサイト構築に向けた

託

検討を行います。
開設

、

する自治会、市民活動

協

団体などが増加し、市

働

民の間で情報
の共有が

【

図られています。

地域

委

ポータルサイトに情報

託

を提供できるホームペ

：

ージの開設数 件

各地区

3

連合自治会での開設を

セ

想定

1 2

0

- -

- -

ホ

ク

ームページへのアクセ

・

ス件数 件

開設したホー

財

ムページへのアクセス

団

件数

45,000 90

企

,000

－

- -

- -

③

業

：遅れている

当初想定

Ｎ

していた民間企業によ

Ｐ

るポータルサイトの構

Ｏ

築が出来なかったため



2 頁

位

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

施

0 0

0 0 0 0 0 0 0

0

策

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0

へ

0 0 0

0 0 0 0 0 0 0

の

0.00 0.00 0.

貢

00

0.00 0.00

献

0.15 0.25 0.

高

25 0.00 0.00

市

0.00 0.00 0.

民

00 0.00 0.00

満

0.00 0.00

0 0

足

1,259 2,089

度

2,089 0 0

0 0 1

を

,259 2,089 2

高

,089 0 0

● ○ ○ ○

め

○ ○ ○

ポータルサイト

る

構築に向けて、現状の

方

規模で事務事業に切り

策

替えて継続します。

ポ

業

ータルサイト構築に向

有

け、連合自治会や地域

効

団体間との連絡調整等

性

のコーディネート機能

継

を行うとともに、モデ

続

ルとなるよう
な地域情

に

報のホームページを他

よ

地区に拡大するための

る

普及や支援を行います

成

。また、指標は、ポー

果

タルが立ち上がった後

向

になる
ため、現時点で

上

は指標の測定が出来ず

の

指標の設定について見

可

直しが必要です。
まず

能

は、地域内の複数の団

性

体の情報の集約、整理

低

、発信
などの管理運営

そ

が行えるよう、地域に

の

出向き、担い手を
含め

他

た推進体制を地域とと

事

もに整えていきたいと

業

考えて
います。

の目的､対象､内容
分 高

受益者負担､補助額
妥当性 中

業務の執行体制(人員配置､業務分担)
低

その他
析

業務プロセス改善による効率化の方策
高

コスト削減の可能性
効率性 中

事業手法(民活の余地､事業形態の検討)
低

その他

今後に向けた課題の分析

３.年度別事業内容・事業費 （単位：千円）

平成18年度 平成19年度 平成20年度 平

項

成21年度 平成22年

目

度 平成23年度 平成2

分

4年度

決算額 決算額 決

析

算額 予算額 試算額 試算

の

額 試算額

事業内容

国庫

視

支出金
財

県支出金
源

起

点

債
内

その他　特財
訳

一

左

般財源

事業費（A）

執

記

行率（%）

内 職員（人

の

）

訳 再任用（人）

人件

視

費（B）

フルコスト（

点

A+B）

に関

４.今後の事業展開

す

（担当課としての提案

る

）
平成22年度の事業

分

の方向性

現状の規模で

析

継続 拡大して継続 縮小

・

して継続 廃止 休止 終了

課

他事業と統合

＜判断理

題

由＞

平成22年度の取

の

組方針

課長コメント

■
抽

自治会（町内会）に関

出

する情報不足を解消す

総

るために、
●□ 地域ポ

合

ータルサイトを構築し

評

て、情報を発信してい

価

くこ

■ とは必要です。

市

○
□
■ 地域での情報の

民

共有化を図ることで、

ニ

自治会加入促進に
●■

ー

もつながると考えられ

ズ

ます。

□ ○
□
■ 自治会

高

（町内会）に関する情

事

報発信の有効的な手段

業

とし
●

□ て、ホームペ

目

ージの立ち上げを支援

的

していきます。
○

□
○

の

□
□ 情報を発信するた

達

めのホームページを主

成

体的に開設する
●

□ 自

状

治会（町内会）へ呼び

況

掛けて、ホームページ

必

の立ち上
○

■ げを支援

要

しています。
○

□

アク

性

セス件数（指標）は、

市

ポータルが立ち上がっ

の

た後になるため、現時

関

点では指標の測定が出

与

来ず指標の設定につい

の

て見直しが
必要です。

必

モデルとなるＨＰモデ

要

ルとなるＨＰ他地区へ

性

の拡大、

の開設、サイ

低

ト立の開設、サイト立

事

ＨＰ開設支援等、

上げ

そ

に向けたしく上げに向

の

けたしくサイト立上げ

他

に向

みの検討 みの検討

上

けたしくみの検討

0 0



1 頁

そ

成22年度：案（40

の

％）、平成23年度：

他

完成（20％）

10 4

　

0 80 100 -

40

①

】

：予定どおり

自治会・

【

町内会をはじめとする

協

地域組織の活動及び平

働

塚市まちづくり条例に

：

ついて調査しました。

】

平成２１年度に総合計

目

画の基
本目標の達成状

的

況を確認するための市

・

民意識調査を実施する

目

ことについて検討を行

標

い、調査表の案を作成

事

しました。

Ａ：成果が

業

あがった

の概要

２.事業の検証

指標名 単位

説明・算定式

活動指標① 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度
目

標

実

績

指標名 単位

説明・算定式

活動指標② 平成

１

18年度 平成19年度

.

平成20年度 平成21

事

年度 平成22年度 平成

業

23年度 平成24年度

の

目

標

実

績

指標名 単位

説

位

明・算定式

成果指標①

置

平成18年度 平成19

付

年度 平成20年度 平成

け

21年度 平成22年度

事

平成23年度 平成24

務

年度
目

標

実

績

指標名 単

事

位

説明・算定式

成果指

業

標② 平成18年度 平成

名

19年度 平成20年度

事

平成21年度 平成22

業

年度 平成23年度 平成

担

24年度
目

標

実

績

当

予

進捗状況
遅れ

算

ている理由

平成20年

科

度の主な取組と成果

平

目

成20年度
の検証結果

事

平成21年度  事業

業

評価シート 頁

住民実態

種

調査事業

企画部　企画

類

課

01－020502 ハ－010000 ○ ●

1

ー

1 市民と市がコミュニ

ド

ケーションを重ね、相

ソ

互の信頼関係を深める

フ

ために
行政改革の

01

ト

市民と市がコミュニケ

根

ーションを重ね、相互

拠

の信頼関係を深めるた

法

めに
位置付け

02 多様

令

な意見を行政運営に活

等

かすしくみ

平塚市住民

対

の実態調査に関する条

象

例

市民

□ □ □ □

住民実

・

態調査を行い、より多

受

くの市民意見が施策に

益

反映されて 各事務事業

者

に対する市民の満足度

事

・重要度を把握するた

業

め、住
います。 民実態

期

調査の中で市民満足度

間

調査も実施します。

回

委

収率 ％

住民実態調査等

託

の調査票回収率

50 5

、

0.5 － 50.5 50

協

.5

48.4

- -

- -

働

- -

市民意識調査の満

【

足度の平均点数 点

満足

委

度「ふつう：０点」を

託

標準とする平均評価点

：

数、「そう思う：２点

3

」、「ややそう思う：

セ

１点」、
「あまりそう

ク

思わない：▲１点」、

・

「そう思わない：▲２

財

点」

- 0 - 0.1 0.

団

2

-

市民満足度・重要

企

度に関する調査内容の

業

検討の進捗度 ％

平成2

Ｎ

0年度：たたき台（1

Ｐ

0％）、平成21年度

Ｏ

：素案（30％）、平



2 頁

位

0 0 776 1,281

施

0 1,281 1,28

策

1

0 0 776 1,28

へ

1 0 1,281 1,2

の

81

0.00 0.00

貢

0.00

0.00 0.

献

00 0.50 0.40

高

0.20 0.40 0.

市

40

0.00 0.00

民

0.05 0.10 0.

満

00 0.10 0.10

足

0 0 4,367 3,6

度

88 1,672 3,6

を

88 3,688

0 0 5

高

,143 4,969 1

め

,672 4,969 4

る

,969

○ ○ ● ○ ○ ○

方

○

平成２２年度は国勢

策

調査のため意識調査は

業

実施しませんが、調査

有

内容の検討を行います

効

。

調査票の内容や調査

性

対象の標本数について

継

検討を行います。

総合

続

計画の基本目標の達成

に

状況を継続的に確認す

よ

るため
に、市民意識調

る

査は必要であると考え

成

ます。

果向上の可能性 低
その他

事業の目的､対象､内容
分 高

受益者負担､補助額
妥当性 中

業務の執行体制(人員配置､業務分担)
低

その他
析

業務プロセス改善による効率化の方策
高

コスト削減の可能性
効率性 中

事業手法(民活の余地､事業形態の検討)
低

その他

今後に向けた課題の分析

３.年度別事業内容・事業費 （単位：千円）

平成18年度 平成19年度 平成20年度 平

項

成21年度 平成22年

目

度 平成23年度 平成2

分

4年度

決算額 決算額 決

析

算額 予算額 試算額 試算

の

額 試算額

事業内容

国庫

視

支出金
財

県支出金
源

起

点

債
内

その他　特財
訳

一

左

般財源

事業費（A）

執

記

行率（%）

内 職員（人

の

）

訳 再任用（人）

人件

視

費（B）

フルコスト（

点

A+B）

に関

４.今後の事業展開

す

（担当課としての提案

る

）
平成22年度の事業

分

の方向性

現状の規模で

析

継続 拡大して継続 縮小

・

して継続 廃止 休止 終了

課

他事業と統合

＜判断理

題

由＞

平成22年度の取

の

組方針

課長コメント

■
抽

平塚市民の実態や意識

出

を調査することによっ

総

て、市民ニ
●■ ーズを

合

把握することができま

評

す。

■ ○
□
■ 平塚市民

価

の実態や意識を調査す

市

ることによって、市民

民

の
●■ 施策に対する満

ニ

足度を把握し、その結

ー

果を施策の展開に

■ 反

ズ

映することができます

高

。 ○
□
■ 市民の実態や

事

意識を調査することは

業

、事業や施策の展開
●

目

□ に必要なものなので

的

、妥当性は高いと判断

の

します。
○

□
○

□
□ 調

達

査対象抽出標本数につ

成

いては検討する必要が

状

あります
○

■ 。
●

□
○

況

□

回収率を高めるため

必

に調査票の質問方法の

要

更なる検討を行う必要

性

があります。

調査設問

市

の検討、市民意識調査

の

の実調査内容・項目の

関

内容・項目の検討調査

与

設問の検討、

実施、結

の

果報告書施、結果報告

必

書作検討 、調査設問の

要

検討実施、結果報告書

性

作成・公表、内容成・

低

公表 、実施、結果報告

事

の作成・公表等

・項目

そ

の検討等 書の作成・公

の

表等

0 0 0 0 0 0 0

0

他

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0

上

0 0 0

0 0 0 0 0 0 0



1 頁

そ

対象に実施しました。

の

回答件数は４４５件。

他

アンケート結果を
施設

　

所管課に報告して、今

】

後の課題として協議・

【

検討していくことにな

協

りました。

Ｃ：十分に

働

成果をあげることがで

：

きなかった

】

目的・目標 事業の概要

２.事業の検証

指標名 単位

説明・算定式

活動指標① 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度
目

標

実

績

指標名 単位

説明・算定式

活動指標② 平成

１

18年度 平成19年度

.

平成20年度 平成21

事

年度 平成22年度 平成

業

23年度 平成24年度

の

目

標

実

績

指標名 単位

説

位

明・算定式

成果指標①

置

平成18年度 平成19

付

年度 平成20年度 平成

け

21年度 平成22年度

事

平成23年度 平成24

務

年度
目

標

実

績

指標名 単

事

位

説明・算定式

成果指

業

標② 平成18年度 平成

名

19年度 平成20年度

事

平成21年度 平成22

業

年度 平成23年度 平成

担

24年度
目

標

実

績

当

予

進捗状況
遅れ

算

ている理由

平成20年

科

度の主な取組と成果

平

目

成20年度
の検証結果

事

平成21年度  事業

業

評価シート 頁

市民アン

種

ケート調査事業

企画部

類

　行財政改革推進課

0 ハ0－xxxxxx－x ーx0000 ○ ●

11 市

ド

民と市がコミュニケー

ソ

ションを重ね、相互の

フ

信頼関係を深めるため

ト

に
行政改革の

01 市民

根

と市がコミュニケーシ

拠

ョンを重ね、相互の信

法

頼関係を深めるために

令

位置付け
02 多様な意

等

見を行政運営に活かす

対

しくみ

市民      象         ～ ・ 平成２１年度

□ □ □ □

受

市民意識や市政への評

益

価、ニーズ等を把握す

者

ることにより、市 公共

事

施設利用者や市役所来

業

庁者等に対して、窓口

期

サービスや施
民の視点

間

に立った各種事業や施

委

策の展開が図られてい

託

ます。 設利用に対する

、

要望や満足度などに関

協

するアンケート調査を

働

実
施し、各種事業や施

【

策へ反映していきます

委

。

調査実施回数 回

アン

託

ケート調査を実施した

：

回数

2 2

1

- -

- -

-

3

利便性が向上した項目

セ

数 件

アンケート調査の

ク

回答により改善された

・

項目

- 2

-

- -

- -

-

財

③：遅れている

異なる

団

事業や施設に対して、

企

統一的なアンケートを

業

実施することは困難で

Ｎ

す

公共施設利用者アン

Ｐ

ケートを１２月１日か

Ｏ

ら１４日に１３施設を



2 頁

位

00 0.00

0.00

施

0.00 0.30 0.

策

20 0.00 0.00

へ

0.00

0.00 0.

の

00 0.00 0.00

貢

0.00 0.00 0.

献

00

0 0 2,518 1

高

,672 0 0 0

0 0 2

市

,518 1,672 0

民

0 0

○ ○ ○ ○ ○ ○ ●

成

満

果指標が『利便性の向

足

上』ですので、それを

度

活動指標に設定してい

を

る『窓口開庁時間等の

高

拡大推進事業』のため

め

の一手法と位
置づけて

る

、関係課と協議して必

方

要に応じて実施します

策

。

アンケートの実施に

業

ついては、必要に応じ

有

て関係各課と協議して

効

随時実施します。

目的

性

の異なる多くの施設を

継

対象に、本事業を単独

続

で統一
的に実施するこ

に

とには無理があること

よ

から、事業の見直
しを

る

行い、各施設ごとに主

成

管課と調整の上実施す

果

ること
で、効果を上げ

向

てまいります。

上の可能性 低
その他

事業の目的､対象､内容
分 高

受益者負担､補助額
妥当性 中

業務の執行体制(人員配置､業務分担)
低

その他
析

業務プロセス改善による効率化の方策
高

コスト削減の可能性
効率性 中

事業手法(民活の余地､事業形態の検討)
低

その他

今後に向けた課題の分析

３.年度別事業内容・事業費 （単位：千円）

平成18年度 平成19年度 平成20年度 平

項

成21年度 平成22年

目

度 平成23年度 平成2

分

4年度

決算額 決算額 決

析

算額 予算額 試算額 試算

の

額 試算額

事業内容

国庫

視

支出金
財

県支出金
源

起

点

債
内

その他　特財
訳

一

左

般財源

事業費（A）

執

記

行率（%）

内 職員（人

の

）

訳 再任用（人）

人件

視

費（B）

フルコスト（

点

A+B）

に関

４.今後の事業展開

す

（担当課としての提案

る

）
平成22年度の事業

分

の方向性

現状の規模で

析

継続 拡大して継続 縮小

・

して継続 廃止 休止 終了

課

他事業と統合

＜判断理

題

由＞

平成22年度の取

の

組方針

課長コメント

□
抽

市の事業や施設を対象

出

としていますので、市

総

が行う必要
○□ 性は高

合

いですが、個々の案件

評

に対しては主管課にお

価

いて

■ 独自にアンケー

市

トを実施しています。

民

●
□
□ 市民の意見を聞

ニ

くという意味では有効

ー

ですが、統一的に
○■

ズ

行うことによる効果を

高

考えると、必ずしも有

事

効とは考え

□ られませ

業

ん。 ●
□
■ 調査テーマ

目

が不確定であるととも

的

に、主管課で行うアン

の

○
□ ケート調査との違

達

いを考えると不明確で

成

す。
○

□
●

□
■ 実施に

状

あたっては関係課と協

況

議するなど、お互いの

必

認識
○

□ を深めるとと

要

もに、他課とも協力し

性

て行っています。
●

□

市

○
□

アンケートの実施

の

に際にして、調査テー

関

マの設定が困難です。

与

テーマ等、施策反テー

の

マ等、施策反

映等の検

必

討、調査映等の検討、

要

調査

実施、結果分析・

性

実施、結果分析・

施策

低

等への反映 施策等への

事

反映

0 0 0 0 0 0 0

0

そ

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0

の

0 0 0

0 0 0 0 0 0 0

他

0 0 0 0 0 0 0

0 0 0

上

0 0 0 0

0.00 0.
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